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1 第2回懇話会で頂いた意⾒のまとめ
(1) 頂いた意⾒の分類

● 検討ケースについて

● 基本水量について

● 基本料⾦について
・基本料⾦を上げて、従量料⾦を下げる⽅が良い。
・基本水量を廃⽌した場合、少ない使⽤水量の⽅は基本料⾦⾃体が下がる設定になれば良い。

検討ケース 検討ケース２【耐震化継続】 検討ケース3【耐震化推進】 その他
耐震化目標年度 R15 R13 －

改定率 24% 30% －

意見

・平準的に事業を進めた⽅が良い
・急激な物価高に備える(工事費を抑える)
・料⾦負担を抑えた⽅が良い

・給水人口が多いうちに事業を進めた⽅が
良い
・地震災害に先⼿で備えた⽅が良い

・企業債を多くしてR8の改定率を抑えた⽅
が良い
・料⾦負担を最⼩限に抑えた⽅が良い
・社会情勢に対応するために料⾦改定のス
パンを短くした⽅が良い

基本⽔量維持 基本⽔量廃⽌

・少量使⽤者や経済的弱者への配慮
・ファミリー層の料⾦の低廉化に配慮

・水を使った分だけ料⾦を払い公平性を確
保した⽅が良い
・経済的弱者への配慮は、福祉等の別の分
野で⾏うべき
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① ⽤途別

② 口径別

＜有収水量＞ ＜給水収益＞

＜有収水量＞ ＜給水収益＞

家庭⽤の⽐率が高い

13mm、20mmの利⽤者の割合が高い

●⽤途別・口径別の有収水量および給水収益の状況 令和５年度実績（第2回資料再掲）

(消費税込)

家庭用 6,651 (66.5%) 1,074 (62.0%)

集合住宅用 1,204 (12.0%) 219 (12.6%)

計 7,855 (78.5%) 1,293 (74.6%)

営業用 927 (9.3%) 184 (10.6%)

事務所用 321 (3.2%) 66 (3.8%)

官公庁用 321 (3.2%) 72 (4.2%)

工場用 577 (5.8%) 118 (6.8%)

計 2,146 (21.5%) 440 (25.4%)

10,001 1,733合　　計

用　　途 有収⽔量(千m3) 給⽔収益(百万円)

家
庭
用

事
業
用

(消費税込)
口径

13mm 6,754 (67.5%) 1,072 (61.9%)

20mm 1,278 (12.8%) 246 (14.2%)

25mm 397 (4.0%) 82 (4.7%)

30mm 318 (3.2%) 64 (3.7%)

40mm 314 (3.1%) 67 (3.8%)

50mm 544 (5.4%) 112 (6.4%)

75mm 231 (2.3%) 55 (3.2%)

100mm 165 (1.6%) 35 (2.0%)

合計 10,001 1,733

有収⽔量(千m3) 給⽔収益(百万円)

2 現状の整理
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●口径別⽤途別有収水量の内訳

・口径13mm、20mmの大部分は家庭⽤
・口径25mm以上は業務・営業⽤や工場⽤の割合が多くなる

単位 ︓ m3

家庭用 集合住宅用 小計 営業用 事務所用 官公庁用 小計

13 5,834,889 645,263 6,480,152 189,782 40,928 31,552 262,262 11,939 17 6,754,370

20 729,046 309,493 1,038,539 182,548 37,047 2,251 221,846 17,527 0 1,277,912

25 35,635 105,688 141,323 161,404 44,028 9,409 214,841 40,445 0 396,609

30 12,466 70,664 83,130 132,567 35,685 25,289 193,541 41,481 0 318,152

40 37,235 24,396 61,631 117,433 71,098 13,364 201,895 50,446 0 313,972

50 1,660 39,330 40,990 117,320 91,868 73,678 282,866 220,170 0 544,026

75 0 9,128 9,128 25,414 0 148,615 174,029 47,706 0 230,863

100 0 0 0 0 0 17,270 17,270 147,415 0 164,685

合計 6,650,931 1,203,962 7,854,893 926,468 320,654 321,428 1,568,550 577,129 17 10,000,589

口径
(mm)

家庭用 業務・営業用
工場用 その他 合計

※その他は仮設などの臨時⽤
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※件数は延べ件数を⽰す。（年6回の検針×給水⼾数）

3.7％ 0.4％

5.4％

21.5％

19.6％

15.2％

8.7％

5.5％

3.4％
2.3％

1.4％

③ 3世代世帯

② 2世代世帯

空き家

① 単身世帯

事業所・工場・公共施設

＜利⽤者層別の使⽤水量の試算＞
① 単身世帯 245ℓ/日 × 1人 × 60日 ＝ 14.7m3

② 2世代世帯 245ℓ/日 × 3人 × 60日 ＝ 44.1m3

③ 3世代世帯 245ℓ/日 × 6人 × 60日 ＝ 88.2m3

※袋井市の⼀人⼀日平均使⽤水量︓245ℓ/日（R5実績値）

●使⽤水量別の検針件数

12.9％

水道の利⽤者層としては、０〜16㎥の基本水量内の使⽤者が最も多い
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●使⽤水量別の料⾦収⼊の状況

16.1％
3.4％

12.0％

③ 3世代世帯

② 2世代世帯

空き家

① 単身世帯
事業所・工場・公共施設

1.3％

6.1％

10.7％

11.7％

9.9％

7.4％

5.4％

4.2％

●世帯の内訳（R2国勢調査実績 総数︓34,018件）

単身世帯が全体の約
30％を占めている。

3.0％

8.8％

使⽤水量別の利⽤者層は
基本水量内の使⽤者が最
も多かったが、料⾦収⼊の
観点では41〜50㎥(２世
代世帯)の割合が最も多い
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●消費者物価指数の推移

※e-stat「2020年基準消費者物価指数 年報」より
※R4からR5に光熱・水道が減少したのは、国による激変緩和対策(R5.1月〜

R6.4月)の影響

●今後の消費者物価上昇率の⾒込み

※内閣府「中⻑期の経済財政に関する試算(令和6年7月29日経済財政諮問
会議提出)」より

※「過去投影ケース」 TFP上昇率0.5％程度(直近の景気循環の平均）
※「成⻑移⾏ケース」 TFP上昇率1.1％程度(過去40年平均）
※「高成⻑実現ケース」 TFP上昇率1.4％程度（日本経済がデフレ状況に⼊る

前の期間の平均）
※TFP︓全要素⽣産性のこと。技術⾰新による⽣産性を表す指標

① 全国 (％)

R1 R2 R3 R4 R5

6.7 10.1 3.5 11.1 9.0

11.3 7.5 △1.3 12.0 9.4

9.2 8.9 9.9 13.6 9.7

12.4 11.6 11.5 4.8 10.6

10.7 8.9 13.8 13.1 16.2

10万人以上

5万〜10万人未満

1万5千人未満

3万〜5万人未満

1万5千〜3万人未満

② 規模別

※日本水道協会「水道料⾦表」より
※日本水道協会「水道料⾦表」より
※袋井市はR4年度に平均改定率11.4％の料⾦改定を実施

●水道料⾦の改定状況

R1 R2 R3 R4 R5

事業体総数 (箇所) 1,262 1,265 1,261 1,256 1,245

改定事業体数 (箇所) 51 82 44 65 63

平均改定率 (％) 10.1 9.4 8.2 11.0 11.1

改定までの
平均期間 (年) 6.1 4.2 3.0 4.2 5.0
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●企業債について
・企業債とは、地⽅公営企業が⾏う建設改良事業等に要する資⾦に充てるために起こす地⽅債。
・令和2年度策定の「袋井市水道事業 経営戦略」では、数値目標として「企業債残高対給水収益⽐率」※

を「300％以下(企業債残高が給水収益の3倍以下)」に設定。
※給水収益に対する企業債残高の割合を⽰し、企業債残高の規模を表す指標。当該指標に明確な基準はないが、高すぎる場合は借⼊れが多
く、低すぎる場合は必要な投資が⾏われていない等の懸念がある（企業債残高対給水収益⽐率(％) ＝ 企業債残高 ÷ 給水収益 × 100）

・袋井市水道事業では、30年間で償還している(管路更新等を世代間で負担する)。

企業債の効果

・企業債を借り⼊れて毎年度返済
することで、世代間負担の公平性
を図ることができる。

配慮すべき点

・⽀払利息、元⾦償還の増加によ
る収益的収⽀の悪化や、財政の硬
直化がないような借⼊額とする。
・借⼊額が多くなると、⽀払利息や
元⾦償還⾦が増加し、料⾦改定
の要因になる。
・借⼊利率が上昇傾向にある。

３ 財政収⽀⾒通しについて
（１）料⾦改定率を抑制するためのポイント
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① 基幹管路更新事業費(3億円)
基幹管路の更新については、いかなる状況でも事業を推進する必要があることから、非常時等に備えて、事
業費分(3億円)を確保する。

計画期間内事業費 年平均事業費

22億3,800万円　 8,000万円/年　

基幹管路 90億6,000万円　 3億円/年　

配⽔支管 99億7,100万円　 3億3,000万円/年　

小計 190億3,100万円　 6億3,000万円/年　

3億円　 1,000万円/年　

30億円　 1億円/年　

245億6,900万円　 8億2,000円/年　

他事業関連

計

事業内容

⽔道施設（ハコモノ）

管路

小口径

アセットマネジメント計画における事業費内訳

※アセットマネジメントの計画期間は30年

・令和元年度の「水道料⾦等懇話会意⾒書」において、事業を安定的に継続するために、非常時においても最
低限確保しておくべき資⾦として、
内部留保資⾦6億円【基幹管路更新事業費(3億円)＋運転資⾦(3億円)】が
必要であるとの提言がなされている。

●内部留保資⾦について
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② 運転資⾦(3億円)
非常時においても、資⾦繰りに⽀障を来さないように、過去の月別収⽀状況に基づき、運転資⾦(3億円)
を確保する。

直近3年の実績では、現⾦⽀出が最大3.5億円程度であり、運転資⾦として
3億円確保されれば、概ね対応可能。

収⼊が少ない要因は、月末
が土日であり、口座振替日
が次月となったため
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※R8年度の改定率は、R5年度供給単価(157.5円)に対するR8年度供給単価の値上げ率。「R8供給単価＝R5供給単価×(100+改定率)」
※第2回懇話会の時点ではR4年度供給単価(154.6円)に対する⽐率であったため、改定率が異なる。
※検討ケース１（第２回懇話会で提⽰）については、経営的に成り⽴たないため、検討から除外。
※検討ケース2，3については、第2回懇話会で提⽰した検討ケースをもとに、R6,R7年度の工事費と企業債を⾒直したため、第2回懇話会資料と

は異なる。
※検討ケース4，5，6については、第2回懇話会で頂いた意⾒を踏まえ、今回新たに追加した検討ケース。
※企業債⽐率 ︓ 年平均事業費(8.2億円)に対する企業債(借⼊額)の⽐率。
※年間事業費は8.2億円を基本とするが、検討ケース3はR8〜R13の事業費を「9.3億円」に設定。
※内部留保資⾦は、前年度純利益と建設改良積⽴⾦の合計。R6年度実績値は、約13億円。

●今回検討したケース
（２）財政シミュレーションの検討

令和8年度 それ以降

検討ケース2 令和15年度 40% 6億円維持 18% R18以降
7〜9％

検討ケース3 令和13年度 40% 6億円維持 20% R13以降
3〜8％

検討ケース4 令和15年度 45%(〜R17)
35％(R18〜) 6億円維持 12% R13以降

7〜9％

検討ケース5 令和15年度 45%(〜R17)
35％(R18〜) 概ね6億円維持 11% R13以降

7〜10％

検討ケース6 令和15年度 45%(〜R17)
35％(R18〜) 4.5億円以上 10% R13以降

7〜11％

検討ケース 耐震化
目標年度

企業債
⽐率

内部留
保資⾦

改定率
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＜財政シミュレーションの検討条件＞
● 企業債の借⼊額は、工事費の40％(3.3億)で設定
● 内部留保資⾦を「6億円」確保 （資⾦繰り︓3億円 基幹管路更新(耐震化)事業費︓3億円）※第1回資料P.13参照

料⾦改定率を18％にすることで、計画どおりに耐震化を進めることができ、建設改良費不⾜分に充てる財源や資⾦
繰りに必要な資⾦(内部留保資⾦)を確保できる。
最低6億円の内部留保資⾦を確保するためには、年間18〜20億円の料⾦収⼊が必要。
R13年度は収益的収⽀が⿊字で、かつ、内部留保資⾦も6億円確保されているため、料⾦改定は不要の⾒込み

＜収益的収⽀の⾒通し＞

● 検討ケース2【耐震化継続︓財源確保】
料⾦改定を実施し、⽼朽管更新(耐震化)第２次計画に基づき、令和15年度までに
耐震化を進めた場合
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＜収益的収⽀の⾒通し＞

R8年度に20％、R13年度に3％の料⾦改定をすることで、計画を2年前倒しして耐震化を進めることができ、建設
改良費不⾜分に充てる財源や資⾦繰りに必要な資⾦(内部留保資⾦)を確保できる。
R23年度以降の改定率は、検討ケース2【耐震化継続︓財源確保】と同程度。

＜財政シミュレーションの検討条件＞
● 基幹管路の耐震化の目標年度(R15)を2年前倒し(R13)して事業を推進
● R13までの年間事業費を8.2億円から9.3億円に増額(R14以降は8.2億円)
● 内部留保資⾦を「6億円」確保 （運転資⾦︓3億円 基幹管路更新(耐震化)事業費︓3億円）

● 検討ケース3【耐震化促進︓財源確保】
料⾦改定を実施し、⽼朽管更新(耐震化)第２次計画に基づく基幹管路の耐震化を
令和13年度までに前倒しした場合
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＜収益的収⽀の⾒通し＞

企業債の借⼊額を増やすことで、R8年度の料⾦改定率を抑えつつR13年度以降も5年毎に料⾦改定を実施する
ことで、計画どおりに耐震化を進めることができ、建設改良費不⾜分に充てる財源や資⾦繰りに必要な資⾦(内部留
保資⾦)を確保できる。

● 検討ケース4【耐震化継続︓財源確保・改定率抑制①】
企業債の借⼊額を多くすることにより改定率を抑え、⽼朽管更新(耐震化)第２次計画に
基づき、令和15年度までに耐震化を進めた場合

＜財政シミュレーションの検討条件＞
● 企業債の借⼊額は、R17までは工事費の45％(3.7億)とし、R18以降は35％(2.9億)で設定（検討ケース2、3は⼀律40％）
● 内部留保資⾦を「6億円」確保 （運転資⾦︓3億円 基幹管路更新(耐震化)事業費︓3億円）
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＜収益的収⽀の⾒通し＞

R8年度の料⾦改定率を抑えつつR8年度以降も5年毎に料⾦改定を実施することで、計画どおりに耐震化を進める
ことができる。
検討ケース4と⽐較してR8年度の改定率を下げたため、R12、13年度の内部留保資⾦が6億円を下回る。

● 検討ケース5【耐震化継続︓財源確保・改定率抑制②】
企業債の借⼊額を多くすることにより改定率を抑え、⽼朽管更新(耐震化)第２次計画に
基づき、令和15年度までに耐震化を進めた場合

＜財政シミュレーションの検討条件＞
● 企業債の借⼊額は、R17までは工事費の45％(3.7億)とし、R18以降は35％(2.9億)で設定（検討ケース2、3は⼀律40％）
● 内部留保資⾦を「概ね6億円」を確保
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＜収益的収⽀の⾒通し＞

R8年度の料⾦改定率を抑えつつR8年度以降も5年毎に料⾦改定を実施することで、計画どおりに耐震化を進める
ことができる。
内部留保資⾦は目標の6億円に満たない期間が複数年にわたっている。

＜財政シミュレーションの検討条件＞
● 企業債の借⼊額は、R17までは工事費の45％(3.7億)とし、R18以降は35％(2.9億)で設定（検討ケース2、3は⼀律40％）
● R17年度までは内部留保資⾦は「4.5億円以上」を確保し、R18年度以降は「6億円」

● 検討ケース6【耐震化継続︓財源確保・改定率抑制③】
企業債の借⼊額を多くすることにより改定率を抑え、⽼朽管更新(耐震化)第２次計画に
基づき、令和15年度までに耐震化を進めた場合
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検討ケース2,3は、数値目標である「300％」を超えてしまう期
間が発⽣する。
検討ケース4,5,6は、R17年度までの企業債⽐率は高いが、
R18以降の⽐率を下げたため、数値目標の300％を超えない。

企業債残高対給水収益⽐率の⽐較 ＜算定式＞
企業債残高対給水収益⽐率＝企業債残高÷給水収益×100

令和2年度策定の「袋井市水道事業 経営戦略」では、数値目標として「企業債残高対給水収益⽐率」を「300％以下
(企業債残高が給水収益の3倍以下)」に設定。（企業債残高対給水収益⽐率(％) ＝ 企業債残高 ÷ 給水収益 × 100）

●企業債残高対給水収益⽐率の推移
（３）ケースごとの企業債と内部留保資⾦に対する検証

(単位︓％)

R7 R12 R17 R22 R27 R32

ケース2 201 209 256 283 302 307

ケース3 201 215 254 291 305 310

ケース4 201 231 269 281 288 286

ケース5 201 233 266 280 288 286

ケース6 201 235 266 278 288 286
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●近隣市町や同規模事業体の状況（令和4年度実績値）

※表中の値や内部留保資⾦の考え⽅は、各事業体のHP掲載の各種計画、決算書、経営⽐較分析表等から転載もしくは算出

・企業債残高は少ない⽅が好ましいが、起債によって世代間の負担の公平
化を⾏い、⻑期的視点に⽴った経営を⾏うという点では、ある程度の企業
債残高は必要といえる。

・袋井市の経営目標である「企業債残高対給水収益⽐率を300％以下」
の観点から、企業債⽐率は「40％未満」が望ましい。

・内部留保資⾦の考え⽅に明確な指針が無いため、各事業体の経営思想
に基づき設定。

給⽔人口
(人)

給⽔収益
(千円)

企業債残高
(千円)

企業債残高対
給⽔収益⽐率

(％)
内部留保資⾦の考え⽅

袋井市 88,197 1,561,128 3,102,574 198.74 6億円(事業費+運転資⾦)

磐田市 159,062 2,508,199 6,828,326 272.24 10億円(資本的収⽀の不⾜補填相当額)

掛川市 114,505 2,528,327 4,934,283 195.16

島田市 77,268 1,083,400 3,191,342 294.57 ⽀払利息+企業債償還⾦+給水収益3か月分

御殿場市 79,795 1,247,899 325,515 26.09
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●検討ケースの⽐較

令和8年度 それ以降

検討ケース2 令和15年度 40% 6億円維持 18% R18以降
7〜9％ 252.8 225.6 27.2 20.7 61.3 307% △

企業債残高対給水収
益⽐率が300％を超
えてしまう期間があり、
望ましくない。
R8年度の改定率が高
く利⽤者の負担が大き
い。

検討ケース3 令和13年度 40% 6億円維持 20% R13以降
3〜8％ 252.7 227.8 24.9 21.4 61.7 310% △ 同上

検討ケース4 令和15年度 45%(〜R17)
35％(R18〜) 6億円維持 12% R13以降

7〜9％ 254.2 224.9 29.3 20.8 57.1 288% ◎

R8年度の改定率が抑
えられ、企業債残高対
給 水 収 益 ⽐ 率 も
300％以下。
内部留保資⾦も6億
円常に維持される。

検討ケース5 令和15年度 45%(〜R17)
35％(R18〜)

概ね6億円
維持 11% R13以降

7〜10％ 254.4 224.9 29.5 20.8 57.1 288% 〇

R8年度の改定率が抑
えられ、企業債残高対
給 水 収 益 ⽐ 率 も
300％以下。
内部留保資⾦が6億
円以下となる年度があ
る。

検討ケース6 令和15年度 45%(〜R17)
35％(R18〜) 4.5億円以上 10% R13以降

7〜11％ 254.6 224.9 29.7 20.8 57.1 288% △

企業債残高対給水収
益⽐率も300％以下
になるが、R13年度の
改定率は、R８年度よ
りも高くなる。また、内
部留保資⾦が6億円
以下の期間が複数年
にわたる。

R5実績値 － － 13.1億円 － － 157.49 132.00 25.49 － 30.8 196% － －

R33
供給単価
(円)

検討ケース 耐震化
目標年度

企業債
⽐率

内部留
保資⾦

改定率
評　価

R33
給⽔原価
(円)

供給単価と
給⽔原価の
差(円)

R8~R35
支払利息計
(億円)

R35
企業債残高
(億円)

企業債残高
対給⽔収益

⽐率
最大値(％)
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3 新料⾦体系(案)について
●新料⾦体系の考え⽅と料⾦の試算(口径13mmの場合)

※料⾦の試算は、口径13mmで2ヶ月使⽤の場合（消費税10％込み）
※基本料⾦割合については、前回の料⾦改定において、基本料⾦割合34％を目指すという結論になっていることから、34％を設定（第2回懇話会資料P.19参照）
※逓増側に偏った料⾦体系は、固定部分の料⾦回収ができなくなる恐れがあり、国は、逓増側に偏った料⾦体系を⾒直すべき考えを⽰していることから、現⾏の逓増度

1.1を設定 （第2回懇話会資料P.20参照）

＜参考＞
前回改定時(R4年度)
(口径13mm、40m3使⽤)

・改定前︓5,253円
・改定後︓5,940円
※687円増(13％増)

項　　目

口径別・用途別

基本⽔量

基本料⾦
割合

従量料⾦
体系

単位︓円

検討⽔量 16m3 40m3 60m3 80m3 16m3 40m3 60m3 80m3 16m3 40m3 60m3 80m3

検討ケース2(18％) 2,266円 7,018円 11,198円 15,598円 2,563円 7,051円 11,011円 15,191円 4,851円 8,283円 11,143円 14,003円

検討ケース3(20％) 2,299円 7,315円 11,605円 16,005円 2,618円 7,370円 11,440円 15,620円 4,906円 8,338円 11,198円 14,058円

検討ケース4(12％) 2,145円 6,633円 10,593円 14,773円 2,431円 6,655円 10,395円 14,355円 4,543円 7,711円 10,351円 12,991円

検討ケース5(11％) 2,134円 6,622円 10,472円 14,432円 2,409円 6,633円 10,263円 14,003円 4,521円 7,689円 10,329円 12,969円

検討ケース6(10％) 2,112円 6,600円 10,450円 14,410円 2,387円 6,611円 10,241円 13,981円 4,499円 7,667円 10,307円 12,947円

現　　状 1,980円 5,940円 9,350円 12,870円 1,980円 5,940円 9,350円 12,870円 1,980円 5,940円 9,350円 12,870円

特　　徴

基本料⾦割合が高くなると従量料⾦単価が安価となるため、大口需要者の改定率が抑えられる傾向と
なる。基本料⾦割合30％の場合、口径13mmの少量使⽤者の改定率は最も⼩さい。

口径13mm、20mmの50m3以下の使⽤者の改
定率が非常に高くなる。⼀⽅、全口径で大口使⽤
者は現⾏よりも安くなる。

30％
(現状)

34％
(目標値)

34％
(目標値)

逓増制︓逓増度1.1 逓増制︓逓増度1.1 単⼀制

少量使用者への配慮(現⾏) 公平性

口径別 口径別 口径別

16m3

(現状)
16m3

(現状)
0m3

(廃⽌)
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●事務局案

①検討ケースについて
・R8年度の改定率が抑えられ、企業債残高対給水収益⽐率も300％以下で
推移する検討ケース4、５、６が妥当。

・このうち令和13年度以降の改定率を抑え、内部留保資⾦6億円を維持できる
検討ケース４が望ましい。

②料⾦体系について
・将来的には、公平性や経営の安定性の観点から基本水量と逓増度の廃⽌を
目指すところであるが、⼀⽅で、物価が高騰している昨今の状況や少量使⽤者、
⼀般家庭の料⾦への影響が大きいことから、現⾏の料⾦体系を継続。

・基本料⾦割合については、前回料⾦改定時に34％を目指すべきとしていること
から34％に設定。

※前回改定時は34％を目指すべきとの結論になったが、少量使⽤者の負担増を考慮して中庸値の
28.6％とした.

・以上のことから検討ケース４で、P21中段の料⾦体系が望ましいと考える。


